再評価調書
１事業概要

	事業名
	主要地方道　岸和田港塔原線

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路整備課 建設グループ（連絡先 06－6944－9276）

	事業箇所
	岸和田市EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しもまつ),下松)町～岸和田市EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(はぶ),土生)町

	再評価理由
	事業採択後10年継続中

	目的
	本路線は、岸和田市域を東西に結ぶ主要な幹線道路である。ＪＲ阪和線と交差する踏切部は「開かずの踏切」となっており、慢性的な渋滞箇所となっている。

本事業は、当該踏切を含むＪＲ東岸和田駅周辺の立体交差化（鉄道高架化）及び岸和田港塔原線を拡幅することにより、円滑な交通の流れの確保や環境改善に寄与し、地域の発展に資することを目的としている。

	内容
	鉄道の高架化及び側道の整備

　全体事業区間　L=2.1km、高架区間　L=1.6km　

　踏切箇所数（踏切廃止数）　７箇所（府道１箇所、市道６箇所）

	事業費

（　）内の数値は
計画時点（又は前回評価時点）のもの
	全体事業費：約260億円（約260億円）【負担割合　府２：市１】
内、大阪府約171億円(約171億円)　内、岸和田市約89億円(約89億円)
（内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【工事費の内訳】
調査費等約　１１億円（約　１１億円）　　　　　　　高架工　　　　　約６６億円
用地費　約　３７億円（約　３７億円）　　　　　　　電気・軌道工　　約５５億円
工事費　約１２３億円（約　１２３億円）　　　　　　交差府道拡幅工　約　２億円

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

　―
【他事業者との協議状況】

―

	維持管理費
	5.0百万円／年・km（過去５年間の平均値）


２事業の必要性等に関する視点
	
	【事前評価時点H13】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	市の臨海部と山間部を結ぶ東西方向の路線の整備は、鉄道（ＪＲ阪和線、南海本線）による地域分断と相まって、かなり整備が遅れている状況。

特に、踏切交差部では慢性的な渋滞が発生し、地域の発展や環境などに深刻な影響。

	・同左
・高架事業のインパクトをまちづくりに波及させるため、東岸和田駅前において防災区画整理事業を実施
	

	
	【事前評価時点H13】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】


1,1

	1

	119,452
87,131
	9.8

9.3

	40分07秒

35分11秒(8時台)



	※開かずの踏切（ボトルネック踏切）

ピーク時間の遮断時間が40分／時以上、1日あたりの踏切交通遮断量が5万台時/日以上となる踏切
	

	地元等の

協力体制等
	生活利便性や安全性が向上するため、岸和田市の本事業の早期完成に対する期待は非常に大きい。
【参考】
・府市共同事業

　・高架側道の用地は市が負担

　・高架事業のインパクトをまちづくりに波及させるため、防災区画整理事業を実施

	
	【事前評価時点H13】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	［効果項目］

　
［分析結果］

―
［算出方法］

計画時点では費用便益の分析手法が確立されておらず算出していない。

［受益者］

道路利用者


	［効果項目］

移動時間短縮
走行経費減少
交通事故減少
［分析結果］

・B/C=2.8 

B=628.3億円   C=220.5億円
［算出方法］

国土交通省「費用便益分析マニュアル　－連続立体交差事業編－

（平成20年11月）」により算出

［受益者］

道路利用者
	

	
	【事前評価時点H13】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安全・安心】

・踏切除去及び渋滞緩和により、緊急車両の通行が容易になる。

・駅及びその周辺施設の整備にあわせ、バリアフリー化が促進。

【活力】

・線路で分断されていた地域の交流促進。

・東西方向の交流ネットが強化され、地域の連携・発展に寄与。

【快適性】

・ボトルネック踏切の撤去により渋滞が緩和され、バス等の定時性が向上。

・渋滞の解消に伴い、大気汚染、騒音等の環境改善が図られる。
	・同左


	

	事業の進捗状況

＜経過＞

1 事業採択年度

2 事業着工年度

3  完成予定年度
	1 H14年度

2 H14年度

3 H24年度
	1 H14年度

2 H14年度

3 平成20年代後半


	用地買収難航により完成時期が延びている

	＜進捗状況＞
	
	・全体　32％

（５５億円／１７１億円）

・用地　100％

（３７億円／３７億円）

・工事　13％

（１８億円／１３４億円）
	※JR西日本において、平成23年12月に、仮上り線の切換え工事が完了。

今後仮下り線の切換え後高架橋本体の工事に着手

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・ラッシュ時の踏切遮断時間は依然として長時間で交通渋滞が発生しており、早期に鉄道
を高架化する必要がある。また、鉄道の高架化に合わせて府道を拡幅することにより、円
滑な交通の流れの確保や環境改善に寄与することができる。
・以上のことから、事業を継続する




３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・用地交渉難航等により、事業進捗が遅れていたが、用地買収は平成２１年度時点に完了しており、今後の工事進捗が図られる。

以上のことから、事業を継続する。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・用地は全取得済みであり、工事は13％の進捗であるが、コスト縮減や代替案立案の余地はない。

以上のことから、事業を継続する。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・既成市街地における既存の道路及び鉄道の立体交差事業であり、新たに自然環境に与える影響はほとんど無い。

・渋滞緩和による大気質への負荷物質の排出量の抑制に寄与。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	【前回評価時の意見具申】

1 事前評価においては、現時点での社会経済情勢のみではなく、事業完成時における周辺のまちづくりの状況などの将来予測を踏まえた検討が重要である。

2 本事業のように完成までに長期間を要する事業については、当初予測からの乖離など様々なリスクが十分想定されることから、事前にその対応策を可能な範囲で検討するとともに、再評価時点等の一定期間後において、当初の想定との相違を検証することが重要である。
【府の方針】

1 事前評価においては、現時点での社会経済情勢のみではなく、事業完成時における周辺のまちづくりの状況などの将来予測も踏まえた検討に努める。

2 完成までに長期間を要する事業を評価する場合には、当初予測からの乖離など想定される様々なリスクについて、事前にその対応策を可能な範囲で検討するとともに、再評価時点等の一定期間後において、当初の想定との相違について検証に努める。

	その他
	【上位計画】

・大阪府都市整備中期計画（案） [H24.3]
【関連事業】

・東岸和田駅東地区防災街区整備事業
（面積　2.9ha、施行期間　平成18年度～平成22年度）

平成21年2月　施設建築物工事着工、平成22年10月　施設建築物工事完了


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続

＜判断の理由＞

・用地交渉難航等により、事業進捗が遅れていたが、平成２１年度に用地買収が完了したことに伴い、今後の工事進捗が図れ、事業の必要性に変化はないことから、事業を継続する。


